
貸  借  対  照  表 

（２０２６年３月３１日現在）
（単位：千円）

金 額 金 額

8,821,792      4,437,036      

4,011,528      672,989        

4,011,528      3,533,845      

3,400,000      2,632,999      

3,400,000      900,845        

1,280,211      35,526         

10,785         58,587         

119,022        110,225        

244            20,189         

135,920        5,480          

93,281         -              

93,281         191            

-              14,421         

20,166         -              

20,166         2,871          

22,472         11,550         

980            2,181          

21,492         2,181          

4,453,639      

4,504,073      

3,000,000      

1,504,073      

1,504,073      

1,504,073      

4,504,073      

8,957,712      8,957,712      

繰 越 利 益 剰 余 金

約 定 見 返 勘 定

そ の 他 利 益 剰 余 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

そ の 他 の 預 り 金

（ 純 資 産 の 部 ）

負 債 合 計

預 託 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

資 本 金

固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

特 別 法 上 の 準 備 金

無 形 固 定 資 産

負 債 ・ 純 資 産 合 計

顧 客 か ら の 預 り 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計

未 収 入 金

未 収 収 益

有 形 固 定 資 産

金融商品取引責任準備金

顧 客 分 別 金 信 託

リ ー ス 債 務

純 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

賞 与 引 当 金

預 金

未 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

器 具 ・ 備 品

約 定 見 返 勘 定

株 主 資 本

未 払 法 人 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産

退 職 給 付 引 当 金

役 員退職慰 労引 当 金

リ ー ス 資 産

繰 延 税 金 資 産

役 員 賞 与 引 当 金

長 期 差 入 保 証 金

固 定 資 産

第 １０ 期  決 算 公 告

仙台市青葉区大町一丁目1番30号

七十七証券株式会社
取締役社長  志藤  敦

科 目 科 目

そ の 他 の 流 動 資 産

預 り 金

流 動 負 債

－１－



  損 益 計 算 書

　  ２０２５年　４月　１日から　

　　２０２６年　３月３１日まで　

 （単位：千円）

科           目 金            額

1,445,606       

1,351,210       

218,327         

680,170         

452,712         

76,735          

17,660          

-               

1,445,606       

311,887         

300,062         

79,770          

317,327         

31,292          

27,876          

23,333          1,091,550       

354,056         

7               

230             

353,832         

572             572             

353,260         

118,312         

△ 8,432 109,879         

243,380         

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

営 業 外 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

そ の 他

不 動 産 関 係 費

取 引 関 係 費

人 件 費

営 業 収 益

金 融 費 用

受 入 手 数 料

委 託 手 数 料

募集・売出し・特定投資家向け
売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

金融商品取引責任準備金繰入

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税

経 常 利 益

事 務 費

減 価 償 却 費

租 税 公 課

営 業 利 益
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個 別 注 記 表 

 

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成 18 年法務省令第 13 号）の規定のほか、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する

規則」（昭和 49年 11月 14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準および評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券等の評価は、時価法により行っております。 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法により償却しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

器具・備品  5年～20年 
 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
 

 
 

（３）引当金および特別法上の準備金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度

に帰属する額を計上しております。 
 

②  役員賞与引当金 

役員への賞与の支給に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰

属する額を計上しております。 
 

③  退職給付引当金 

従業員への退職金の支給に備えるため、退職金支給規定に基づく当事業年度に帰属する額を

計上しております。 
 

④  役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給内規に基づく当事業年度

末要支給額を計上しております。 
 

⑤  金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の 5の規定および金

融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条に定めるところにより算出した額を計上しており

ます。 



－４－ 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な収益における主な履行義務の内容および

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 委託手数料 

委託手数料は、顧客と締結した取引約款•規定等に基づいて、売買執行サービス等を履行す

る義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行する都度充足されることから、約

定時点（一時点）で収益を認識しております。 

② 募集•売出し•特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集•売出し•特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、募集申込日等の業務の完了時点

（一時点）で収益を認識しております。 

③ その他の受入手数料 

その他の受入手数料には、様々な手数料が含まれておりますが、その中で主なものは投資信

託の代行手数料です。投資信託の代行手数料は、投資委託会社等との契約に基づき、募集・販

売の取扱い等に関する代行業務を履行する義務を負っており、その手数料は投資信託の純資産

を参照して算定されます。その対価の金額は市場環境等の影響を非常に受けやすく、収益の重

大な戻入が生じない可能性が非常に高いと判断できないことから、報告日までに確定した金額

を取引価格に含めております。当該手数料については、日々のサービスの提供と同時に顧客に

より便益が費消されるため、契約期間（一定期間）にわたり時の経過に応じて収益を認識して

おります。 
 

（５）リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当するリース取引は、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理により、リース資産およびリース債務の計上を行っております。 

ただし、リース取引期間が１年以内のリース取引およびリース契約１件当たりのリース料総額

が３百万円以下のリース取引については、重要性が乏しいものとして、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を行っております。 
 

（６）外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
 

 

 

２．収益認識に関する注記 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。 
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３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 

器具・備品     86,432千円 

（２）関係会社に対する金銭債権債務総額 

預  金   3,965,526千円 

未払費用      19,797千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

・営業取引による取引高 

取引関係費    157,063千円 

人 件 費     171,400千円 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

  未払事業税                   7,873千円 

賞与引当金           6,339千円 

役員退職慰労引当金           3,626千円 

その他                      9,220千円 

繰延税金資産小計             27,060千円 

評価性引当額            △5,567 千円 

繰延税金資産合計          21,492千円 
 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
被所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 
株式会社 

七十七銀行 
直接 100％ 

預金等取引、 
金融商品仲
介業務に関
する提携、 
出向社員の 
受入等 

預金の預入 

（注１） 
4,366,306 預 金 3,965,526 

資金の借入 

（注１） 
- 短期借入金 - 

仲介等手数料

の支払（注２） 
146,507 未払費用 19,734 

人件費の支払

（注３） 
171,400 ― ― 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。 
 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注１）一般の取引と同様な条件で行っております。なお、取引金額は平均残高を記載しております。 

（注２）業務内容を踏まえ、当社と株式会社七十七銀行が適正と判断する料率を決定しております。 

（注３）当社の給与規定等に照らして、当社と株式会社七十七銀行が適正と判断する額に決定してお

ります。 

 



－４－ 

７．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額       75,067円 88銭 

（２）１株当たり当期純利益       4,056円 34銭 

－６(終)－ 


